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バイオマス利活用に係る分野ごとの課題等の整理（たたき台）

バイオマスエネルギー利用 地域の主体的な取組 ライフサイクル評価
(発電、熱利用(輸送用バイオ燃 バイオマス製品 研究開発・技術実証 （ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ ） （ＬＣＡ）等

料含む))

○ 我が国の廃棄物及びﾊﾞｲｵﾏｽ ○ 堆肥化や飼料化については、 ○ 平成20年3月に策定されたﾊﾞｲｵ ○ ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想の策定・公表 ○ 国際ﾊﾞｲｵ燃料基準検討会議と
発電 既に製品化 燃料技術革新計画に基づき､食料 224地区225市町村 りまとめにおいて 「ﾗｲﾌｻｲｸﾙ全、
290.5万KL(2006年度 原油換 (例) 下水汚泥ｺﾝﾎﾟｽﾄ等 供給と両立できる木質系・草本系 （H22.1現在） 体を通じた温室効果ｶﾞｽの排出
算） 約33万t/年（H19年度発生固 のﾊﾞｲｵﾏｽを原料としたﾊﾞｲｵ燃料製 量を把握し、化石燃料に比べ温

○ 我が国のﾊﾞｲｵﾏｽ熱利用 形物ﾍﾞｰｽ） 造技術の研究開発、技術実証を推 室効果ｶﾞｽの排出量を増加させ
156万KL 2006年度 原油換算 進 ○ 全国100名のﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝｱﾄﾞﾊﾞｲ ないようにすべき」と確認｡（ ）

○ 輸送用ﾊﾞｲｵ燃料 ｻﾞｰを育成
･ 我が国のﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ生産量 ○ ﾄｳﾓﾛｺｼ由来のﾎﾟﾘ乳酸からﾊﾞｲｵ

約200KL（H21.3） ﾏｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸを製造する技術につい ○ 食料供給と両立できる低ｺｽﾄ・ ○ 国際ﾊﾞｲｵｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ(G
･ 我が国のﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙ燃料 ては、米国を中心に既に商業化 高効率なﾊﾞｲｵﾏｽ利用技術の開発を ○ ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想の実現及び一 BEP)において、ﾊﾞｲｵ燃料利用に
生産量 実施 層の普及に向けた今後の政策展 よる温室効果ｶﾞｽ削減効果測定
約10,000KL（H20.3） ・ｴﾈﾙｷﾞｰ原料として非食用に使わ 開の方向性を明確にした｢ﾊﾞｲｵﾏ に係る各国共通のﾁｪｯｸﾘｽﾄを作

･ 我が国のﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ自給率 ○ 木質ﾊﾞｲｵﾏｽからﾅﾉｶｰﾎﾞﾝ等を製 れるﾊﾞｲｵﾏｽ量の大きな作物及び ｽﾀｳﾝ加速化戦略｣を取りまとめ 成｡
約3％(2008年) 造する技術実証を実施 その低ｺｽﾄ栽培技術の開発 (平成21年3月)
(参考)ＥＵ･･･60％､ ・稲わらや林地残材等の収集・運

米国･･･99％､ 搬ｺｽﾄを低減させる技術の開発 ○ ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ製造の大規模実証
ﾌﾞﾗｼﾞﾙ･･･100％ ・木質系・草本系のｾﾙﾛｰｽを原料 ○ 石川県珠洲市では生ｺﾞﾐ等を 事業の中で、LCA評価を実施予

･ 現在、ほぼ全てのﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰ としたｴﾀﾉｰﾙの生産を効率化す 下水処理場で受け入れ、下水汚 定｡
ﾙを輸入に頼らざるを得ない る技術の開発 泥と併せて処理し肥料化
状況である｡しかし、平成21 ・ｶﾞｽ化法による効率的なﾊﾞｲｵ燃
年10月より､国産ﾊﾞｲｵｴﾀﾉｰﾙ 料生産技術
(北海道産)の導入が始めら現 状
れたところである

･ E10等の高濃度混合燃料の ○ 農林ﾊﾞｲｵﾏｽ3号機をはじめとす
規格化について、環境省・ るｶﾞｽ化･液体燃料変換技術の確立
国交省･経産省にて検討中 に向け、研究開発､技術実証を実

○ 改正品確法に係る特定加工 施
業者の登録件数
36件(H21.12)

○ 農林漁業バイオ燃料法に基 ○ 藻類について、ﾊﾞｲｵﾏｽ利用技術
づく認定計画数 に関する研究開発を実施
8件（H21.12）

○ 下水汚泥のｴﾈﾙｷﾞｰ利用率
約12％(平成19年度) ○ 現在、下水汚泥のﾊﾞｲｵﾏｽ利用が

･ 下水汚泥燃料生産量 先進的な自治体の取組にとどまっ
約15,000t/年(H19年度 発生 ている
固形物ﾍﾞｰｽ）

･ 下水道ﾊﾞｲｵｶﾞｽ利用量
約220百万m3/年(H19年度)

○ 石炭火力発電所における未
利用木質ﾊﾞｲｵﾏｽの混合利用(混
焼)

石炭火力発電所におけるLCA
上のCO2削減効果、ｺｽﾄ面での
検証等を含めた混焼実証事業
を実施中

○ 間伐材等林地残材由来の燃
料または発電用の木質ﾊﾞｲｵﾏｽ
の利用量
約20万t(H20.11)

資料２
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バイオマスエネルギー利用 バイオマス製品 研究開発・技術実証 地域の主体的な取組 ライフサイクル評価
(発電、熱利用(輸送用バイオ燃 （ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ ） （ＬＣＡ）等

料含む))

○ ﾊﾞｲｵﾏｽの生産・収集・運搬 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸの普及拡大を図 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽの利活用を加速するため ○ 基本法に基づき市町村が策定 ○ CO2排出量やｴﾈﾙｷﾞｰ効率を ﾊﾞ、
に係るｺｽﾄの低減が不可欠。 るためには、汎用性ﾌﾟﾗｽﾁｯｸから には、ﾊﾞｲｵﾏｽの増産､ﾊﾞｲｵﾏｽの生 する計画との連続性の確保が必 ｲｵﾏｽの生産から運搬、製造など

○ ﾊﾞｲｵﾏｽからﾊﾞｲｵ燃料に変換 の転換による新たな需要先の確 産・収集・運搬から製品の製造等 要。 全段階において総合的に評価す
する際の、変換効率の向上、 保が必要であり、そのためには、 の各段階において革新的技術の開 るLCA手法を確立することが必
変換ｺｽﾄの低減が不可欠 ・ｴﾈﾙｷﾞｰ削減効率の向上による 発が不可欠。 要。

○ ﾊﾞｲｵﾏｽ原料の継続的な供給 製造ｺｽﾄ低減 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽ関連施設の整備に係る
が可能となる供給体制の構築 ・既存のﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸの耐熱性 初期投資の負担軽減、運転資金 ○ ﾊﾞｲｵ燃料については、科学的、
流通面での仕組みづくりが必 ・耐衝撃性等の物性の改善 ○ 農林水産分野だけでなく、他分 の確保が必要。 根拠に基づくLCA評価基準が必
要。 ･ 汎用性ﾌﾟﾗｽﾁｯｸの代替となる様 野と連携し､最先端のﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ 要であり 現在､農水省､環境省､課 題 、

○ 食料自給率の低い我が国に 々な種類のﾊﾞｲｵﾏｽﾌﾟﾗｽﾁｯｸの開 等の開発や周辺技術の開発が不可 経産省の3省が連携し､｢ﾊﾞｲｵ燃
おいては、食料供給と両立で 発 欠 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽの利活用を実行するた 料導入に係る持続可能性基準等
きるｾﾙﾛｰｽ系原料を活用する必 が不可欠。 めには 生産者 農林漁業者 に関する検討会｣にて検討を進、 （ ）、
要。 民間事業者、地域住民との合意 めているところ。

○ ﾏﾃﾘｱﾙ利用に対する考慮 ○ 下水汚泥のﾊﾞｲｵﾏｽ利用の全国展 形成が不可欠。
○ 自立的なﾊﾞｲｵ燃料生産･流通 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽ原料の継続的な供給が 開に向けた取組が必要 ○ 今後、ﾊﾞｲｵ燃料製造等事業者

･利用ｼｽﾃﾑの確立 可能となる供給体制の構築、流 は、LCA評価を用いて、その製
通面での仕組みづくりが必要 造段階等において発生するGHG

排出量が削減されるように対策
を取ることが必要。

○ 2010年京都議定書目標達成 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽ由来のﾌﾟﾗｽﾁｯｸ原料価格 ○ ｾﾙﾛｰｽ系原料を利用したﾊﾞｲｵ燃 ○ ﾊﾞｲｵﾏｽﾀｳﾝ構想を300地区程度
計画(H20.3) を200円／㎏程度とする。 料の生産ｺｽﾄ 策定

（ ）(廃棄物・バイオマス発電) (ﾊﾞｲｵﾏｽ・ﾆｯﾎﾟﾝ総合戦略(H18.3)) ①ﾊﾞｲｵﾏｽ･ﾆｯﾎﾟﾝｹｰｽ（国産原料） ﾊﾞｲｵﾏｽ・ﾆｯﾎﾟﾝ総合戦略(H18.3)
449万KL～586万KL 100円/Ｌ

（ ）(バイオマス熱利用) ②技術革新ｹｰｽ 海外原料も視野
282万KL～308万KL ○ 2012年 下水道ﾊﾞｲｵﾏｽﾘｻｲｸﾙ率 40円/Ｌ ○ 下水汚泥については、他のﾊﾞ

*輸送用燃料におけるﾊﾞｲｵ燃料 39％（※ﾊﾞｲｵ燃料を含む） (ﾊﾞｲｵ燃料技術革新計画(H20.3)) ｲｵﾏｽとの混合処理やｴﾈﾙｷﾞｰ利用
50万KL（原油換算） 社会資本整備重点計画 H21.3 の進展により、一層の効率的な現行の （ （ ））

(下水汚泥のエネルギー利用率) 利活用が期待｡数値目標等
（ ）22％ ○①含水率の低いﾊﾞｲｵﾏｽをｴﾈﾙｷﾞｰへ ﾊﾞｲｵﾏｽ・ﾆｯﾎﾟﾝ総合戦略(H18.3)

変換する技術(変換効率)
電力：20％、熱：80％

○ 2011年 国産ﾊﾞｲｵ燃料5万KL ②含水率の高いﾊﾞｲｵﾏｽをｴﾈﾙｷﾞｰへ
(国産ﾊﾞｲｵ燃料の大幅な生産拡 変換する技術(変換効率)
大に向けて(H19.2)) 電力：10％、熱：40％

（ﾊﾞｲｵﾏｽ・ﾆｯﾎﾟﾝ総合戦略(H18.3)）


